
令和６年５月２９日（水）

１０：３０～１１：３０

（ＷＥＢ形式）

１．  開会

２．  令和５年度活動報告 ・・・【資料 1】 P. 1 ～ 2

3．  令和６年度活動計画（案） ・・・【資料 2】 P. 3 ～ 4

4．  沖縄地区土地政策推進連携協議会規約改正 ・・・【資料 3】 P. 5 ～ 8

5．  各機関からの情報提供

（１）沖縄地区土地政策推進連携協議会事務局

令和５年度相談一覧 ・・・【資料 4】 P. 9

改正所有者不明と地方に関する説明および意見交換のお願い ・・・【資料 5】 P. 10

「所有者不明土地対策計画」策定の効果 ・・・【資料 6】 P. 11

講演会・講習会　開催一覧 ・・・【資料 7】 P. 12

6．閉会

令和６年度

沖 縄 地 区 土 地 政 策 推 進 連 携 協 議 会

通　　常　　総　　会

次　　　　　　第



 

沖縄地区土地政策推進連携協議会 令和５年度活動報告

第１回幹事会 

日  時  令和５年４月２７日（木）１０：００～１１：００ 
開催方法  集合（20 名） 
議  題  （１）通常総会の開催 

（２）令和４年度活動報告 
（３）令和５年度活動計画 
 
 

通常総会 

日  時  令和５年６月９日（金）１５：００～１６：００ 
開催方法  集合及び WEB  （集合：14 名 WEB：35 名） 
議  題  （１）令和４年度活動報告 

（２）令和５年度活動計画 
（３）那覇地方法務局からの情報提供 

           （相続登記の申請の義務化・相続土地国庫帰属制度） 
 

講演会・講習会 

日  時  令和５年１１月１３日（月）１３：３０～１６：１５ 
開催方法  集合及び WEB（集合：80 名 WEB：45 名） 
演  題 
（１）講演会 

「未買収道路用地・潰地」の現状と課題について 
講師：（一財）公共用地補償機構沖縄事務所 仲宗根 武 氏 

（２）講習会 
ケース別「所有者不明土地」解決のための今までの制度と新しい制度の紹介 
講師：やえせ司法書士事務所 渡口 慎也 氏 

 

第２回幹事会 

日  時  令和６年２月１３日（火） １４：００～１５：００ 
開催方法  集合 
議  題  （１）令和 5 年度活動報告 

（２）令和６年度活動計画（案） 
（３）その他 
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R４年度 R５年度

第４
四半期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

協
議
会
運
営

▶通常総会の開催

▶令和４年度活動報告
▶令和５年度活動計画（案）
▶各機関からの情報提供

▶R５年度活動報告
▶R６年度活動計画（案）

▶その他

市
町
村
支
援
の
取
組

▶潰れ地の現状について
講師：公共用地補償機構

▶所有者不明土地解決のための制度
講師：司法書士

令和５年度沖縄地区土地政策推進連携協議会活動報告

第３回幹事会
(2/6～2/24)

第１回幹事会
（4/27）

通常総会
（6/9）

改正所有者不明土地法に関する市町村との意見交換（R4.12～R6.3）

相談窓口（市町村からの問合せへの対応）

講演会・講習会
（11/13）

第２回幹事会
（２/１３）

-
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沖縄地区土地政策推進連携協議会 

令和６年度活動計画（案） 

 

第１回幹事会 

日   時  令和６年４月 16 日（火）１３：３０～１４：４０ 

開催方法  集合（17 名） 

議   題  （ １ ）令和５年度活動報告 

（２）令和６年度活動計画（案） 

（３）その他（通常総会資料の確認等） 

 

通常総会 

日   時  令和６年５月 29 日（水）１０：３０～１１：３０ 

開催方法  WEB 

議   題  （ １ ）令和５年度活動報告 

（２）令和６年度活動計画（案） 

（３）沖縄地区土地政策推進連携協議会規約改正 

（４）各機関からの情報提供 

 

講演会・講習会 

日   時  令和６年度第２四半期開催予定 

開催方法  集合及び WEB 

参 加 者  協議会構成員 

講 演 会  （仮題）「令和 6 年 4 月 1 日制度開始の相続登記の申請義務化」について 

相続人申告登記や運用後の実情 

講 師 ： 那覇地方法務局 担当職員（予定） 

講 習 会  （仮題）「所有者不明土地対策」の基本と計画の作成について 

「令和 5 年 12 月 13 日施行の空家等対策の推進に関する特別措置法の一部

を改正する法律」の概要 

講 師 ： 国土交通省 担当職員（予定） 

 

 

第２回幹事会 

日   時  令和６年度第４四半期開催予定 

開催方法  集合 

議   題  （ １ ）令和６年度活動報告 

（２）令和７年度活動計画（案） 

（３）その他 
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R５年度 R６年度 R７年度

第４
四半期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

第１
四半期

協
議
会
運
営

▶通常総会の開催

▶令和５年度活動報告
▶令和６年度活動計画（案）
▶規約改正
▶その他

▶R６年度活動報告
▶R７年度活動計画（案）
▶その他

市
町
村
支
援
の
取
組

▶講習会：所有者不明土地関連
▶講演会：相続登記義務化関連

令和６年度沖縄地区土地政策推進連携協議会スケジュール（案）

第２回幹事会
(2/13)

第１回幹事会
（4/16）

通常総会
（5/29）

改正所有者不明土地法に関する市町村との意見交換

相談窓口（市町村からの問合せへの対応）

第１回
幹事会

講演会・講習会

第２回幹事会
（２月～３月予定）
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（案） 

 

沖縄地区土地政策推進連携協議会規約 

 

（名称） 

第１条 本会は、沖縄地区土地政策推進連携協議会と称する。 

 

（目的） 

第２条 本会は、「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成３０年法

律第４９号。以下「所有者不明土地法」という。）」の適正かつ円滑な施行を図り、地

方公共団体が行う所有者不明土地を含む事業用地の取得又は使用に係る業務（以下「用

地業務」という。）及び地籍調査等の土地政策を推進するため、関係する者が連携する

ことにより、もって当該業務の円滑な遂行に寄与することを目的とする。 

 

（活動） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる活動を行う。 

 一 所有者不明土地法の施行に関する情報共有及び支援 

 二 所有者不明土地問題の解消に関する取組の情報共有及び支援 

 三 地方公共団体の用地業務、地籍調査等の円滑な遂行のための情報共有及び支援 

 四 その他土地政策の円滑な遂行のための情報共有及び支援 

 五 前各号に関する相談体制（ネットワーク）の構築、相談窓口の設置 

 

（構成員） 

第４条 本会の構成員は、別記１に掲げる所有者不明土地法に関する事務及び用地業務に

関する事務を所掌する行政機関及びこれら業務に関係する団体並びに総会で加入を認

められた者とする。 

 

（役員） 

第５条 本会に次の役員を置く。 

 会長 １名 

 幹事 若干名 

 

（役員の選任） 

第６条 会長は、内閣府沖縄総合事務局次長（開発建設担当）をもってこれに充てる。 

 ２ 幹事は、別記２に掲げる者をもってこれに充てる。 

 

（役員の職務） 

第７条 会長は、本会を代表し、会務を総括する。 

 ２ 会長に事故等があり職務を遂行することができないときは、あらかじめ会長の指名 

する者が職務を代行する。 

 ３ 幹事は、第１０条に基づき、会務を審議する。 
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（総会） 

第８条 総会は、通常総会及び臨時総会とし、構成員をもって構成する。 

２ 通常総会は、毎年１回会長の定める時期に開催する。 

３ 臨時総会は、会長が必要と認めるときに開催する。 

４ 会長が必要と認めるときは、構成員以外の者に出席を求めることができる。 

５ 本規約の改正及び構成員の加入その他本会の会務に関する重要な事項については、

総会で決定する。 

 

（総会の議事の公開） 

第９条 総会は、原則として公開とし、議事の要旨は、総会後速やかに公開する。ただし、

特段の理由があるときは、総会を非公開とすることができる。 

２ 前項ただし書きの場合においては、その理由を明示し、議事の要旨を公開するもの

とする。 

 

（幹事会） 

第１０条 総会の下に幹事会を置く。 

 ２ 幹事会は、必要に応じて会長が開催する。 

 ３ 幹事会は、内閣府沖縄総合事務局開発建設部用地課長が座長として主宰する。 

４ 幹事会は、次の各号に掲げる事項を審議する。 

一 本会の活動内容の調整及び執行に関する事項 

二 総会に提出する事案に関する事項 

三  総会が幹事会に委任した事項 

四 前各号に掲げるもののほか、会務の執行に関する事項 

     

（会費） 

第１１条 会費は徴収しない。 

 

（事務局） 

第１２条 本会の事務局は、内閣府沖縄総合事務局開発建設部用地課に置く。 

２ 事務局は本会運営のための事務を行う。 

 

（その他） 

第１３条 この規約に定めるもののほか、本会の運営等に関し必要な細目は、会長が別に

定める。 

 

 附 則 

 この規約は、平成３１年２月１８日から施行する。 

 

 この規約は、令和４年６月８日から施行する。 

 

この規約は、令和４年８月２４日から施行する。 

 

 この規約は、令和 6 年〇月○日から施行する。 

- 6 -



 

 

 

 

（別記１）沖縄地区土地政策推進連携協議会構成員名簿 

 

１．国の機関 

    内閣府沖縄総合事務局次長(開発建設担当) 

   法務省那覇地方法務局長 

   内閣府沖縄総合事務局財務部長 

   内閣府沖縄総合事務局農林水産部長 

   林野庁森林整備部森林利用課森林集積推進室長 

     

２．県の機関 

   沖縄県土木建築部長 

    

３．土地開発公社 

   沖縄県土地開発公社理事長 

 

４．市町村の機関  

那覇市長           国頭村長            北谷町長            北大東村長 

    宜野湾市長         大宜味村長          北中城村長          伊平屋村長 

      石垣市長           東村長              中城村長            伊是名村長 

      浦添市長           今帰仁村長          西原町長            久米島町長 

      名護市長           本部町長            与那原町長          八重瀬町長 

      糸満市長           恩納村長            南風原町長          多良間村長 

      沖縄市長           宜野座村長          渡嘉敷村長          竹富町長 

      豊見城市長         金武町長            座間味村長          与那国町長 

      うるま市長         伊江村長            粟国村長 

      宮古島市長         読谷村長            渡名喜村長 

      南城市長           嘉手納町長          南大東村長 

 

５．関係団体 

      沖縄弁護士会会長 

      沖縄県司法書士会会長 

      沖縄県行政書士会会長 

      沖縄県土地家屋調査士会会長 

      公益社団法人沖縄県不動産鑑定士協会会長 

      一般社団法人日本補償コンサルタント協会沖縄支部長 

   公益社団法人沖縄県宅地建物取引業協会会長 

   公益社団法人全日本不動産協会沖縄県本部本部長 
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（別記２）沖縄地区土地政策推進連携協議会幹事名簿 

 

      内閣府沖縄総合事務局開発建設部用地課長  

   内閣府沖縄総合事務局開発建設部建設産業・地方整備課長 

   内閣府沖縄総合事務局財務部管財総括課長 

   内閣府沖縄総合事務局農林水産部経営課長 

   法務省那覇地方法務局首席登記官（不動産登記担当）  

      沖縄県土木建築部用地課長 

   沖縄県土地開発公社業務部長 

      那覇市都市みらい部道路建設課副参事  公園建設課長 

     今帰仁村建設課長 

      北中城村建設課長 

      沖縄弁護士会副会長（総務担当） 

      沖縄県司法書士会副会長（企画部担当） 

      沖縄県行政書士会副会長（業務開発部担当） 

      沖縄県土地家屋調査士会社会事業部長 

      公益社団法人沖縄県不動産鑑定士協会企画委員長 

      一般社団法人日本補償コンサルタント協会沖縄支部事務局長 

公益社団法人沖縄県宅地建物取引業協会副会長 

   公益社団法人全日本不動産協会沖縄県本部総務委員長 
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NO
.

件　名 年月日 回答日 回答方法 質問内容

1 廃校となった学校用地の跡地利用について R5.5.24 R5.6.22 対面 屋号で住所登録されている土地の取扱いについてどう処理すべきか。

2 県内の所有者不明土地について R5.12.26 R5.12.26 メール 現在の県内における所有者不明土地の数はどのくらいか。

沖縄地区土地政策推進連携協議会　令和５年度相談一覧
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国
県・
公社

市町村 士業 記者

R4.12.15

講演会
沖縄での相続人調査における特徴

～行政書士の視点から～
行政書士ジャジー総合法務事務所

城間　恒浩

84

国土交通省　不動産・建設経済局
不動産市場整備課

不動産市場企画調整官　徳増　真幸

3 51 10 113

講習会
土地家屋調査士による所有者不明土地問

題への貢献
日本土地家屋調査士会連合会

鈴木　泰介

オンライン開催

オンライン開催
（映像資料上映）

78

41- 5311 4

オンライン開催

14

内容 講義 講師（敬称略）

国土交通省からの情報提供
＊これからの土地政策の全体像について
＊低未利用地の適切な利用・管理を促進す

るための特例措置

国土交通省土地・建設産業局総務課
公共用地室　室長　田中　和

所有者不明土地法について
沖縄総合事務局開発建設部用地課

課長補佐　仲村　善明

海外在住の土地所有者（相続人）の探索方
法等について

株式会社シナジープラス
代表取締役　亀島　淳一

沖縄県立博物館・美術館
２階講堂

資料データ配布

オンライン開催
（映像資料上映）

国土交通省　不動産・建設経済局
土地政策課　計画第一係長　小林　真之

所有者不明土地対策の推進
～所有者不明土地の利用の円滑化等に関

する特別措置法の改正～

沖縄における所有者不明土地問題の現状
と課題について

琉球大学法科大学院
教授　比嘉　正

74

-

40

12

72

-

41

-

25 232

R4.6.8

講演会
低未利用土地の適切な利用・管理を促進す

るための特例措置について

講演会

講演会 地籍調査について

講演会

講習会 不在者財産管理人制度

講習会

令和３年度民法・不動産登記法改正、
相続土地国庫帰属法のポイント

講演会

講習会 司法書士の活用について

土地所有者等関連情報の利用について

所有者不明土地関連法規の改正ポイントと
今後の展望

125 130

講習会
ケース別「所有者不明土地」解決の

ための今までの制度と
新しい制度の紹介

やえせ司法書士事務所
渡口　慎也

那覇第２地方合同庁舎

36 26 41 21 1R5.11.13

講演会
「未買収道路用地・潰地」の現状と

課題について
（一財）公共用地補償機構沖縄事務所

仲宗根　武
那覇第２地方合同庁舎

深沢綜合法律事務所
弁護士　大桐　代真子

映像資料配布

国土交通省　不動産・建設経済局
土地政策課　企画係長　宮島　風太

オンライン開催

ー

ー

R3.2.26

沖縄地区土地政策推進連携協議会　講演会・講習会　開催一覧

7 -

- - - -

場所

4 11

5 6 22

出席人数

R3.11.2

申込
人数

日本司法書士会連合会
空き家・所有者不明土地問題等対策部

部委員　矢野　道弘

那覇地方法務局　不動産登記部門
首席登記官　清水　政人

R2.1.16

講習会

講演会

講習会

講演会

日時
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